
No 取　　組 所管課 備考

２ 行政評価システムの推進 政策審議室

２２ 内部管理システムの連携強化 行政経営課

３６ 交通災害共済制度の見直し 生活安心課

３７ 高齢者サービスの見直し 高齢福祉課

３８ 各種障害者福祉サービスの受益負担の見直し 障害福祉課

３９ 市単独手当の統廃合（児童福祉手当等） 児童福祉課

４８ 移動図書館の見直し 生涯学習課

No 取　　組 所管課 備考

３２－１ 全庁的な外部委託の推進 行政経営課

３２－２ 逓送業務の外部委託の実施 行政経営課

３２－３ 旅費計算の外部委託の実施 人事課

３２－４ 給与計算の外部委託の実施 人事課

３２－５ 総合案内業務の外部委託の実施 管財課

３２－６ ファミリーサポートセンター業務の外部委託の実施 男女共同参画課

３２－７ ちとせ寮・松原荘給食調理業務の外部委託の実施 高齢福祉課

３２－８ 保育園給食調理業務の外部委託の推進 児童福祉課

３２－９ 環境学習センター管理業務等の外部委託の実施 環境企画課

３２－１０ ごみ収集運搬業務（北清掃センター）の外部委託の実施 クリーンセンター

３２－１１ ごみ焼却灰等運搬業務の外部委託の実施 クリーンセンター

３２－１２ ごみ処理業務（南清掃センター）の外部委託の実施 クリーンセンター

３２－１７ 学校給食調理業務の外部委託の推進 学校管理課

３２－１８
図書館資料搬送業務の外部委託の実施（市図書館と学校
図書館の連携による子ども読書活動の推進）

生涯学習課

３２－１９ ちとせ寮・松原荘の民営化 高齢福祉課

３２－２０ 公立保育園の民営化・統廃合 児童福祉課

３３－１ 指定管理者制度の導入・推進 行政経営課

３３－２ 霊園管理への指定管理者制度の導入 生活安心課

３３－３ （仮称）総合運動公園への指定管理者制度の導入 公園緑地課

３５ 新斎場整備への民間活力（ＰＦＩ手法）の導入 生活安心課

集中改革プラン対応取組一覧

事務・事業の再編・整理，廃止・統合

民間委託等の推進（指定管理者制度の活用含む。）

参考２
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No 取　　組 所管課 備考

４ 定員・給与情報の公表 人事課

５６－１ 諸手当（特殊勤務手当等）の継続的な検証・見直し 人事課

６４ 定員管理の適正化 人事課

６５ 商工部・農務部の再編 人事課

６６ 保育園業務職員の配置の見直し 児童福祉課

６７ 学校業務職員の配置の見直し 学校管理課

７２ 給与構造の見直し 人事課

No 取　　組 所管課 備考

３４ 外郭団体の見直しの推進 行政経営課

No 取　　組 所管課 備考

４７ 公用車保有台数の適正化 管財課

４９ 公共施設等の有効活用の推進 政策審議室

５０－１ 橋りょうの長寿命化の推進 土木管理課

５０－２ 公共建築物の長寿命化の推進 建築課・設備課

５１ 補助金の整理・合理化 財政課

５２ 使用料・手数料等の適正化 財政課

５３ 税財源の充実・強化 財政課

５４ 有料広告の掲載による財源の確保 財政課

５７－１ 未利用地の売払い 管財課

５８－１ 税の収納率の向上 主税課

５８－２ 墓園共用施設管理手数料の収納率の向上 生活安心課

５８－３ 国民健康保健税の収納率の向上 国保年金課

５８－４ 介護保険料の収納率の向上 高齢福祉課

５８－５ 障害者福祉サービス利用者等負担金の収納率の向上 障害福祉課

５８－６ 保育費扶養者負担金収納率・母子寡婦福祉資金償還率の向上 児童福祉課

５８－７ 住宅使用料収納率の向上 住宅課

５８－８ 奨学資金の収納率の向上 教育企画課

５９ 競輪事業の経営基盤の強化 公営事業所

６０ 公共工事のコスト縮減の推進 検査室

※「定員管理の適正化」（Ｎｏ６４）における職員数の削減目標には，地方公営企業の職員を含む。
※「給与構造の見直し」（Ｎｏ７２）の取組内容には，地方公営企業の職員も含む。

定員管理・給与の適正化

第３セクターの見直し

経費削減等の推進
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No 取　　組 所管課 備考

３２－１３ 上下水道開始休止電話受付業務の外部委託の実施 サービスセンター

３２－１４ 上下水道使用受付業務の外部委託の実施 サービスセンター

３２－１５ 浄水場運転管理業務等の外部委託の実施 配水管理センター

３２－１６ 処理場運転管理業務等の外部委託の実施 下水道施設管理課

５６－２
上下水道局における諸手当（特殊勤務手当等）の継続的
な検証・見直し

企業総務課

５７－２ 上下水道局における未利用地の売払い 企業総務課

５８－９ 水道料金等の収納率の向上 サービスセンター

６１ 第２次水道事業財政構造改革計画の推進 経営企画課

６２ 下水道事業財政構造改革計画の推進 経営企画課

※定員に係る取組は，「定員管理の適正化」（Ｎｏ６４）において一括計上
※給与に係る取組は，「給与構造の見直し」（Ｎｏ７２）において一括計上

地方公営企業の改革の推進
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